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とくに 1980 年代に基礎を築き 90 年代に発展期に突入した新興工業国（NICs）の存在は
国際的にも注目だった。日本は、この新興工業国とも提携を深めようとした。

































　この 1990 年代末から 21 世紀にかけて、中国の東アジア共同体論も表面化した。2001











　すなわち中国の経済発展は、1993 年の中国共産党第 14 期３中全会が「社会主義市場経済」
の路線を正式に打ち出して以来、GDP が年平均９～ 11％増の驚異的拡大時代に突入して
いた。そして 2001 年 12 月 WTO 加盟により世界の秩序に「参入と挑戦」の決意を表明し




　当時 1999 年から 2000 年にかけていわゆるチェンマイ・イニシァティヴ（通貨相互融通
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無数の関連法令と組織の改革が開始された。とくに 2002 年 11 月、江沢民指導のもとの胡
錦涛総書記就任の道を開いた中国共産党第 16 回大会は、経済・社会の大転換を支える政
治指導の基礎を築いた。やがて 2007 年の第 17 回大会のころには、中国と ASEAN の貿
易額は倍増した。外貨準備高は１兆 8,000 億ドルに達し、2009 年には貿易総額は２兆 2,000


















論として表明されたが、その実質的内容は、2005 年 12 月、ASEAN+アルファーの首脳
会議と ASEAN+3 の権限乖離の論争につながった。








































４　たとえば 2004 年８月 13 日のアメリカのパウエル国務長官発言。これは実質的に ASEAN+3 の
ありかたに注文を加えるものであった。このような例は枚挙に暇がない。
５　大賀哲「『開かれた地域主義』と東アジア共同体構想」（日本国際政治学会編『国際政治』、2009
年 12 月号 147 頁、（注８）。
６　大賀哲、同上、136-7 頁。
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オに基づいて成長率や経済規模、生産性の変化、物価水準などを予測し、2010 年の一位
アメリカ 13 兆 8,000 億ドル、二位中国７兆 9,960 億ドル、三位日本４兆 850 億ドル、四位
インド３兆 4,930 億ドルとし、さらに 2050 年には、一位中国 24 兆 4,970 億ドル、二位ア
メリカ 24 兆 40 億ドル、三位インド 14 兆 4,060 億ドル、そして標準シナリオでいった場


























の「『天安』号事件」（韓国の哨戒艦が爆沈し 104 名の乗組員のうち 46 名の人命が失われ
た事件）の問題も取り上げられ、これまで適切に機能してきた ASEAN+3 や北朝鮮をめ



















































































































































































































































































酸化炭素排出量が 2008 年に世界最大の 65 億トンに達し、世界の中で占める排出量は 22%
であることが国際エネルギー機関（IEA）の公表で明らかにされた。それはすでに第２位
のアメリカの 19% を上回っている。2008 年の世界全体の排出量は前年比１％増の 294 億





　他方『中国通信』（2010 年１月 27 日）が伝える国務院の発表によると、2005 年を基準年














　なお、2009 年 12 月 18 日コペンハーゲンにおける気候変動会議において、温家宝首相
は、エネルギー消費の効率が悪く、環境汚染のひどい生産の淘汰の努力を具体的な数字で























19　コペンハーゲン 2009 年 12 月 18 日『新華社＝中国通信』気候変動会議首脳級会議における温家
宝首相の演説全文より。
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　同様に欧米文明も現代の東アジアに深く浸透した。場合によっては欧米文明と自国文明
の混合文明を創出しつつある場や民族もある。したがって現代は、欧米文明も排除してい
く必要はない。「欧米文明が東アジアの現代化過程において発揮している重大作用は、新
東アジア文明の有機的構成として、まさに客観的に東西の『第三の文明』としての意義を
兼ね備えていることをはっきりと表現している」（185 頁）。ここで韓東育氏は、東アジア
研究における「新思考」論の中核を展開する。
　韓論文は、「ヨーロッパ中心主義」を批判するとともに、アジアに価値の基準を求める
アジア主義的思考をも批判する。われわれが「ヨーロッパ中心主義」を批判するとき、そ
の批判基準は往々にしてアジア人がヨーロッパの尺度に立脚して作成したものであるこ
とに気が付く必要がある。そして日本人が欧米を批判してアジアの価値を主張する場合に
も、その批判の論理の基軸には欧米思想から学び取った価値論がどっかりと腰を下ろして
いる。それはアジアの現実と伝統のなかから学び取ったアジア論ではない。「欧米思想と
東アジアの百年の結合がすでに内面化し、東アジアの新文明となっている」（186 頁）。
　もはや西の文明とか東の文明と腑分けして議論する時代ではない。現代は東の文明でも
あり、西の文明でもある「第三の文明」の時代なのである。そして「第三の文明」が確立
した場合には、それをどちらかの文明に還元することはもはや無意味である。ただその「第
三の文明」のなかにそれぞれの内発的な歴史的要素が画期的役割を果たしていることは発
見していくことができよう。「この事実は我々にこの東でも西でもなくかつ東でも西でも
ある『第三の文明』を整理することを促し、そしてこの『新文明』を生み出す『旧文明』
の中にいかなる反思すべき文化的成分が含まれているのか、さらに何が東アジアの繁栄を
促進する積極的要素に転化し、または転化する可能性をもっているのかを研究することを
促す」（186 頁）というわけである。
　こうして韓論文は、東アジア共同体の基礎として、東西文明の優れた特性を融合した観
念モデル、行為モデル、制度モデルの追求を主張する。そこではもはや東か西かの「純然
たる自己を問い詰めることを求めない」。自我と外来を分割することはもはやできない。
中国に伝統的な表現である体か用かということも執拗に調べる必要もない。韓氏の見方で
は、体と用とは本来一体である（宇野は、たとえ体と用が相互に転化する構造をもってい
るとはいえ、なお体か用かを議論しつづけるところに中国理解の鍵があると考えているが、
ここではもっぱら韓論文の紹介につとめたい）。それだけ韓論文は魅力的である。
　最後に韓氏は、その一体のなかにあって、それぞれの優れた特徴を発展させることを論
じ、費孝通の言葉をひいて、「各々の美を美とし、人の美を美とす。ともに美を美とすれば、
天下は大同す」（186-187 頁）と中国的表現でしめくくっている。ここで韓氏は、その論
文の前の方では否定的に取り扱ってきた「アイデンティティ」の偏狭性批判を乗り越えて、
アイデンティティ論をもっと広い見地から問題としてきた費孝通の表現方法を踏襲したか
に思われる。このアイデンティティ論は、本シンポジウムのなかにあるシンポジウム再確
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東アジア共同体論の課題序言
立論との関係で、将来あらためて議論を深めていきたい。
　ともあれ、韓氏のような「第三の文明」的思考に立って「東アジア共同体」を提案する
場合には、アメリカの存在を正当に位置付ける積極性も生まれる。当然“アメリカは不要
である”といったような議論も現実的ではなくなる。それはまた現在の中米関係の本質を
つく発想である。
　この論文は思い切った理想論に見えながら、理想と政治の関係もまた巧みに描写してい
る。理想論でありながら、現実論である。東西文明合一の未来の理想論をふりかざしなが
ら、歴史的過去の知恵にも未来性を付与している。その意味で重厚な論文である。
　東アジア共同体の方向性を考えるとき、このような歴史的英知を未来の構想に投影させ
る学術的努力は貴重である。中国側研究者がこのような接近方法を提起しているとき、日
本側研究者もまた、日本の歴史的事実に立脚した、独自の普遍性につながる接近方法を考
案、創出することが期待されよう。
